
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成21年４月１日現在の人数である。

      ３　類似団体データに関しては未公表。

(3) 特記事項
なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）　　

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

区　　分

平成21年度

区　　分

平成21年度 57,837人　 3,645,272千円

（平成21年度末） 　　　　　　Ｂ

22,509,387千円 407,842千円

（参考）

期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ 一人当たり給与費

塩竈市の給与等について

住民基本台帳人口 歳 出 額 実 質 収 支 人 件 費 人 件 費 率

Ｂ／Ａ　　　　　　Ａ

（参考）類似団体平均

平成20年度の人件費率

19.3%16.2%

給与費 B/A

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

人 千円 千円

一人当たり

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円 千円

584,903 2,350,166
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２２年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手　　　　　 
　　　　当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされ
　　　　ているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤　

　　　　務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したもので

　　　　ある。

      ３　国、類似団体データについては未公表。

　　　②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳

歳 円 円 円 歳

歳 円 円 円 歳

歳 円 円 円 歳

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

※ 　年収ベースの「公務員（Ｃ）」のデータは、平均給与月額を１２倍したものに、前年度に支給された期末・勤勉手当を加えた試算値である。

※ 　民間データについては未公表。

（国ベース）

360,118

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

371,676

塩竈市 44.6 335,778 389,228

宮城県 43.0 335,298 406,033

―

類似団体 ― ― ― ―

国 ― ― ―

参考

平均年齢 職員数 平均給料月額
平均給与月額

A/B
区　　分

公務員 民間

（B）

329,270 315,443

平均年齢
平均給与月額

―

平均給与月額 対応する民
間の類似職

種（A) （国ベース）

塩竈市 46.0 80 297,255 ―― ―

324,840 321,317

293,897296,06043.4

364,347

うち用務員 47.1 16

うち学校給食員 19 279,663

304,578

うち清掃職員

うちその他技能労務職 31 300,468 331,492

― ―347,242

321,88046.7

316,00145.5 12 297,084

381,900

321,560 365,865

うち学校給食員 53.3 4 356,500

宮城県 49.7 289

うち用務員

377,638

― ―

139 312,900 356,108 344,729

― ―

うち清掃職員 ― ― ―

―

― ―

―

― ―

―

― ―

48.9

― ―

―

― ―

― ― ― ―国 ― ― ―

― ―

区 分

類似団体 ― ― ― ―― ― ―

参　　　考

年 収 ベ ー ス （ 試 算 値 ） の 比 較

公務員
（Ｃ）

民間
（Ｄ）

Ｃ/Ｄ

---

---塩竈市 --- ---

うち清掃職員 5,989.4 ---

5,142.7 ---うち用務員

うち学校給食員 4,971.4 ---

---

---

------うちその他技能労務職 5,378.0



（2) 職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

※ 技能労務職には、中学卒の職員が存在するが、経験年数が２５年以上であるため掲載していない。

３　一般行政職の級別職員数等の状況　

（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年４月１日現在）

（注）１　塩竈市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

区　　　　　分 塩　竈　市 宮　城　県 国

一般行政職 172,006 172,200

140,100

大　学　卒 172,200

高　校　卒 140,100 139,009

経験年数２０年

-

中　学　卒 133,100 120,635 -

高　校　卒 137,200 136,508

区　　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年

229,400

技能労務職

296,300

高　校　卒 198,800 232,200 267,400

一般行政職 大　学　卒 261,900

240,100

中　学　卒 - - -

技能労務職 高　校　卒 - 217,900

構成比

5.0%2　相当高度の知識又は経験を必要とする業務
を行う職

2　　級
高度の知識又は経験を必要とする業務を行う
職務

区　　分 標準的な職務内容 職員数

1　　級

1　定形的な業務を行う職務

主事 １４人

37.4%
2　困難な業務を処理する係の長の職務又は
職務の内容及び責任の度がこれと同程度のも
のとして市長が規則で定める職の職務

１０４人

主事、技師 １７人 6.1%

15.5%

3　　級

1　係長の職務又は職務の内容及び責任の度
がこれと同程度のものとして市長が規則で定め
る職の職務

係長、主査

4　　級
課長補佐の職務又は職務の内容及び責任の
度がこれと同程度のものとして市長が規則で定
める職の職務

課長補佐、係長、
専門主査、主査

４３人

21.6%

6　　級
次長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則で
定める職の職務

次長、参事、課
長、副参事

３１人 11.2%

5　　級
課長の職務又は職務の内容及び責任の度が
これと同程度のものとして市長が規則で定める
職の職務

課長補佐、主幹 ６０人

7　　級
部長の職務又は職務の複雑、困難及び責任
の度がこれと同程度のものとして市長が規則で
定める職の職務

部長、理事 ９人 3.2%



  

　 （注）平成18年に9級制から7級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

現在、勤務成績を昇給に反映させるための人事評価制度の導入に向けて、検討を行っている段階であり、人事評価制度に基
づく勤務成績の昇給への反映は実施していない。平成22年1月の昇給においては、管理者からの内申に基づいて、昇給を
行った。

1級　5.04% 3.36% 6.42%

2級　6.11% 6.71%
5.03%

3級　37.41% 35.91%
28.77%

4級　15.47%
14.43%

13.13%

5級　21.58%
23.15%

31.29%

6級　11.15% 13.09% 12.57%

7級　3.24% 3.36% 2.79%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合） （平成21年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～20％ ・役職加算　5～20％

・管理者加算　15～25％ ・管理者加算　10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

　　　　※職員の勤務成績に応じて勤勉手当査定を、5月と11月に行っています。

　　　　※国家公務員の一人当たり平均支給額に関しては、未公表。

（2) 退職手当（平成２２年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％） その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％）

１人当たり平均支給額　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（平成２２年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

塩　　　　　竈　　　　　市 宮　　　城　　　県 国

塩　　　　　　　　　　　竈　　　　　　　　　　　市 国

1.50

2.75 1.40 1.40

41.34 33.50 41.34

23.50 30.55

1.40

0.70 0.70 0.70

2.75

1.50

2.75

支給実績（平成21年度決算） 13,603

23.50 30.55

59.28

59.28 59.28 59.28 59.28

33.50

47.50 59.28 47.50

8,588 25,400

支給対象職員数 国の制度（支給率）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度決算） 591

15

横浜市 12 1 12

6

名取市、多賀城市、利府町、富谷町 3 0 3

6 2仙台市

―１人当たり平均支給額（平成21年度） １人当たり平均支給額（平成21年度）

1,503 1,780

1.50

医師 11 15

支給対象地域 支給率



 (4) 特殊勤務手当（平成２２年４月１日現在） (普通会計分）

 (5) 時間外勤務手当 （普通会計分）

千円

円

千円

円

保健指導業務に従事する保健師（精
神保健の訪問指導業務に限る。）

日額180円

17,562千円

23.8%

支給職員１人当たり平均支給年額（平成21年度） 184,863円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成21年度）

日額300円

直接の市税徴収事務従事職員

支給実績（平成21年度決算）

月額3,700円

行旅病死人取扱業務従事者

用地買収交渉及び区画整理に伴う移
転補償交渉の外勤業務従事者

日額350円

特別手当

環境課勤務の不法投棄された危険な廃棄
物処理作業従事者

日額200円

日額1,600円

支 給 実 績 （ 平 成 20 年 度 決 算 ） 63,178

魚市場管理事務所に勤務する職員及
び学校用務員で施設維持管理等に
おける汚水・排水・有害物等取扱業務
従事者

日額300円

支 給 実 績 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 84,631

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 21 年 度 決 算 ） 211,577

1回1,500円

151,506職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 平 成 20 年 度 決 算 ）

清掃工場に勤務する職員

社会福祉事務所に勤務する現業従事者及
び指導監督を行う者

手当の種類（手当数）

道路上作業従事者（交通を遮断することな
く行う道路の維持修繕の作業に限る。）

1回300円

月額3,700円（ただし、応援従事者の
場合　日額180円）

防疫業務手当

10

手当の名称 主な支給対象職員

税務手当

感染症の患者又は感染症の疑いのある患者の救
護作業従事者及び感染症の病原体が付着し、又
は付着の疑いのある物件の処理作業従事者

左記職員に対する支給単価



（6) その他の手当（平成２２年４月１日現在）（普通会計分）

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（平成２２年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

989,000円×在職月数×0.44 2,089万円 任期毎

805,000円×在職月数×0.26 1,005万円 任期毎

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。 
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

 ３　　期末手当は給料、報酬月額に１５％の役職加算を行って算定を行う。

　　（平成21年度支給割合）

千円

千円

正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時ま
での間に勤務する職員

災害派遣手当及び武力
攻撃災害等派遣手当

なし
災害応急対策又は災害復旧のため国又は他の地方公
共団体から派遣された職員 同じ

夜間勤務手当

休日勤務手当 同じ

同じ なし

なし 千円

支給実績国の制 国の制度

226,561 円

（平成21年度決算）

千円42,820

宿日直手当

194,789 円

63,163 円

千円

17,812 千円

18,505

円

34,000

管理職手当

同じ なし

なし 千円

34 千円

805,000

区 分 給 料 月 額 等

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 区 町 村 長 791,200

989,000

副 市 長 660,100

副 議 長 437,000
報

酬

議 長 498,000

議 員 409,000

退
職
手
当

市 区 町 村 長

副 市 長

3.10

　　（平成21年度支給割合）

議 員

3.10

 ４　　類似団体データについては、未公表。

期
末
手
当

市 区 町 村 長

議 長

副 議 長

副 市 長

16,831 358,106

支給職員１人当たり

休日において、正規の勤務時間中に勤務することを命ぜ
られた職員

同じ

同じ

同じ
管理又は監督の地位にある職員の職のうちその特殊性
に基づき規定する給料表に掲げられている給料額を支
給

宿日直を命ぜられた職員

（平成21年度決算） 平均支給年額

通勤手当

住居手当

1、借家・借間に居住している職員
ア、月額23,000円以下の家賃を支払っている職員
家賃の月額－12,000円
イ、月額23,000円を超える家賃を支払っている職員
11,000円＋家賃-23,000円/2　で27,000円を限度とする
2、自宅に居住している職員　2,500円（住宅新築・購入の
日から起算して5年を経過するまでの間）

1、交通機関などの利用者　通勤相当額で55,000円を限
度
2、交通用具の使用者　　　　自転車など(自転車、原動機
付き自転車、自動車）の交通用具使用者は使用距離(片
道）により2,000円～24,500円を支給

と異なる

なし

なし

度との

なし同じ

異同 内容

扶養手当

内容及び支給単価

1、配偶者13,000円
2、配偶者以外の扶養家族1人につき6,500円
※配偶者がいない場合はそのうち1人につき11,000円
３、子のうちに満15歳に達する日後の最初の4月1日から
満22歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある
子　、1人につき5,000円加算

手　当　名



６　職員数の状況

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由（平成22年4月1日現在）

平成21年度 平成22年度

一般行政部門 議会 6 6 0

総務企画 87 85 △ 2

税務 29 28 △ 1

民生 84 85 1

衛生 39 37 △ 2

労働 0 0 0

農林水産 9 9 0

商工 11 10 △ 1

土木 47 43 △ 4

人口10,000人当たり職員数 52.39 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

特別行政部門 教育 89 84 △ 5

人口10,000人当たり職員数 66.91 人
（類似団体の人口10,000人当たり職員数 人）

公営企業等会計部門 病院 147 154 7

水道 51 50 △ 1

交通 15 15 0

下水道 21 20 △ 1

その他 32 31 △ 1

小計 266 270 4

667 657 △ 10
〔702〕 〔686〕 〔△16〕 人口10,000人当たり職員数 113.60 人

（注） １　職員数は一般職に属する職員数である。
２　〔　　　〕内は、条例定数の合計である。
３　類似団体の人口10,000人当たり職員数については未公表。

＜参考＞

事務の統廃合・縮小による

＜参考＞

事務の統廃合・縮小による

事務の統廃合・縮小による

次長職の廃止による

＜参考＞

看護体制確保による

312小計 △ 9

事業内容の充実・体制強化による

事務の統廃合・縮小による

303

派遣職員の配置による

事務の統廃合・縮小による

主な増減理由

一部業務非常勤化による

一部業務終了による

対前年度
増減

職員数
区分

部門

合計

普通会計 387 △ 14401



（2)年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

　

～

44歳

～ ～ ～

区　分

20歳 20歳 24歳

～ ～

未満 23歳 27歳

28歳 32歳 36歳 40歳 48歳

59歳 以上

56歳

55歳

～

60歳

～

52歳

47歳 51歳

計

～～

31歳 35歳 39歳 43歳

人 人人人 人 人 人人

65658 94 95 2607115

人人 人 人 人

11121 41 871
職員数

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成比



(3)定員管理の数値目標及び進捗状況
　①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

（参考）『塩竈市定員適正化計画』における定員管理の数値目標

　②定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要（各年4月1日現在）

区分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 （参考）

部門 計画始期 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 計画終期 数値目標

職員数 396 378 374 364 347 322 312 303 ―

増減 △ 18 △ 4 △	10 △	17 △	25 △	10 △	9 △	93 ( 95% ) △	98

職員数 119 120 116 115 103 96 89 84 ―

増減 1 △ 4 △	1 △	12 △	7 △	7 △	5 △	35 ( 97% ) △	36

職員数 331 319 301 275 281 277 266 270 ―

増減 △ 12 △ 18 △	26 6 △	4 △	11 4 △	61 ( 120% ) △	51

職員数 846 817 791 754 731 695 667 657 ―

増減 △ 29 △ 26 △	37 △	23 △	36 △	28 △	10 △	189 ( 102% ) △	185

（注） １　計画期間は平成１５年度～平成２２年度の７年間である。
２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
３　増減は各年度の欄にあっては対前年度比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降
　　現年までの職員増減数の累計を示す。

計

―

―

公営企業
等会計

教　育

一般行政

―

―

計

△	130 △16.43％

数値目標

△１８５人

人

791 661

16年度～22年度

始期 終期

純減数 純減率

平成15年4月1日

計画期間

平成22年4月1日

平成17年4月1日
職員数

平成22年4月1日
職員数

％人 人



７　職員の任免状況

（1)職員の採用状況（平成21年度）

（2)職員の退職状況（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

（3)派遣職員の状況（平成21年4月1日～平成22年3月31日）

①派遣している職員 ②派遣されている職員

（4)身体障害者の任用状況（平成22年4月1日現在）

８　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1)勤務時間、休息・休憩時間の状況（平成22年4月1日現在）

（2)年次休暇の取得状況（平成21年中）

12.8 33.5

平均取得日数 取得率（ｂ）/(ａ）
9.9 25.4

人数
塩釜地区消防事務組合 1

宮城県 2

横浜市

9.6 24.3
10.3 26.4

午後0時から
午後1時まで

計 8

派遣元

宮城県教育委員会

派遣先
塩釜地区消防事務組合

塩釜地区環境組合
後期高齢者広域連合

人数

宮城県市町村自治振興センター

区分

競争試験 選考

計
男性 女性 計 男性 女性 計

医師 ― ― ―

6

3 ― 3 3

――

計

― ―

―

―

職
種

一般事務 4 2 6

3 ― 3 21

12看護師・医療技術職 ― 12 12

4 14 18

定年退職 13 8 21
区分 男性 女性 計

死亡退職 1 - 1
勧奨退職 1 6 7

その他 8 10 18
計 23 24 47

宮城県（地方税滞納整理機構）
横浜市

1
3
1
1
1
1

2

一週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻

職員数
職員のうち障害のある職員数

計
普通障害者数 特定障害者数

休憩時間

656 6 3 9

3,250 1089.5
市長部局 492 19,152 4870.9

教育委員会教育部 85

38時間45分
（1日7時間45分）

午前8時30分 午後5時15分

区分 対象職員数 付与日数（a） 取得日数（ｂ）

計 628 24,411 6449.2
水道部 51 2,009 488.8

計 6
1



（3)時間外勤務及び休日勤務の状況（平成21年度）

単位：時間

※職員数は平成21年度給与実態調査より
※夜間勤務を含む

（4)特別休暇制度の状況（平成22年4月1日現在）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28

（5)育児休業取得の状況（平成21年度）　　　　

９　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1)分限処分の状況（平成21年度）
（件）

市長部局
教育委員会教育部 0

7

5

降給

水道部 0

承認を得た期間

5
0
0

平成19年度から引き続いている者

〃
〃

〃
〃

被看護者毎に1暦年において5日以内
必要と認められる期間
〃

2日以内
3日以内

7月から9月の期間内において3日
必要と認められる期間

必要と認められる期間
死亡した親族に応じ1日から10日
1日以内

連続する7日以内で必要と認められる期間

10日以内で必要と認められる期間
1日1時間又は1日2回それぞれ30分

〃
必要と認められる期間

10日以内で必要と認められる期間
産前8週間以内（多胎妊娠14週以内）
産後8週間
1日1時間又は1日2回それぞれ30分

78.7
202.7
169.1

付与日数･期間
必要と認められる期間
〃
〃
1の年において5日の範囲内の期間

340.9
119.0

職員1人あたり時間外・休日勤務時間数時間外・休日勤務総時間数区分

水道部
112,603

6,927
10,337

50,108
市長部局（市立病院除く）

市立病院
教育委員会教育部

45,231

妊娠中の健康保持のための休息又は補食
妊娠12週間未満の流産

休暇の種類

計

選挙権その他の公民権の行使
証人、参考人等としての官公庁への出頭
骨髄バンクへの登録及び骨髄移植等
ボランティア活動
結婚する場合
妊娠に起因する障害（つわり）

職務遂行に必要な資格試験等を受ける場合

親族（二親等以内）の看護

乳幼児の健康診査、予防接種等の介助
親族が死亡した場合
父母、配偶者、子の追悼のための特別な行事

結核性疾患による勤務軽減
通信教育等の面接授業への出席

夏季における心身健康維持増進等
災害、交通機関等の事故時の不可抗力

妊娠中の通勤混雑緩和
母子保健法による保健指導、健康診査

区分 育児休業の承認

国、県、市町村その他公共団体からの表彰

産前休暇
産後休暇
生後満1歳に達しない子の育児
生理日において業務困難な場合
妻の出産（出産予定日14日前から出産後14日）

公共団体主催の運動競技会への選手又は役員

職務に関連がある海外視察、派遣団への参加

その他任命権者が特に必要と認める場合

計 7

処分事由 降任 免職 休職

9
勤務成績が良くない場合 ― ― ― ―

9―
―

――

― ― ―
―

職制、定数の改廃、予算の減少により
廃職、過員を生じた場合

― ― ―

心身の故障の場合 ―
職に必要な適格性を欠く場合 ―

刑事事件に関し起訴された場合 ― ― ―
― ―
― 9

― ―

9
――

計 ―
条例で定める事由による場合 ―

―

―
計



（2)懲戒処分の状況（平成21年度）
（件）

10　職員の服務の状況

（1)職務専念義務免除の状況
職務専念義務は、次の場合に限り免除されます。
①職員団体等の適法な交渉へ参加する場合
②研修を受ける場合
③厚生に関する計画の実施に参加する場合
④公民権を行使する場合
⑤証人等として裁判所、議会等出頭する場合
⑥特別職又は他の地方公共団体の職を兼ね、従事する場合
⑦市行政の運営上特に必要な団体の役職員の職に従事する場合
⑧措置要求等、及びその審査のため出頭を求められた場合

（2)営利企業等従事許可の状況（平成21年度）

11　職員の勤務条件に関する措置要求及び不利益処分に関する不服申立等の利益保護の状況

（1)勤務条件に関する措置要求の状況

該当なし

（2)不利益処分に関する不服申立等の利益の保護の状況

該当なし

12　公平委員会の業務の状況

（1)職員の勤務条件に関する措置要求の審査、判定及び必要な措置

該当なし

（2)職員の不利益処分についての不服申立てに対する裁決、決定

該当なし

―

―
―
―

教育委員会教育部

―

1 1

水道部

―

計 ― ― ―

全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

― ― ― ―

―

1 1

職務上の義務に違反し又は
職務を怠った場合

― ― ―

―

―

免職 計

市長部局

減給 停職

区分

処分事由 戒告

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ―
報酬を得て事業又は事務に従事する場合 11

―
―

営利を目的とする会社、その他の団体の役員、
顧問、評議員及びこれに準ずる職員の地位を
兼ねる場合

―

法令に違反した場合 ― ―

計 11 ― 11

―
11

計

―



13　職員の研修および勤務成績の評定の状況

（1）平成21年度研修実績

（2）勤務成績の評定の概要

平成22年1月の昇給において、管理者からの内申に基づいて、昇給を行った。

14　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1)福利厚生制度に関する状況

〃

22 〃

キャリアデザイン研修 1

政策法務研究講座

〃

〃

7

クレーム対応力向上研修 〃

メガトレンドセミナー　　

3

宮城県市町村職員共済組合

市町村職員共済組合実施の脳検診（40歳以上の希望者）

117

メンタルヘルス講座 33

〃

〃

塩竈市安全衛生管理規程に基づく触診・マンモグラフィー等（30歳以上女性希望者

塩竈市安全衛生管理規程に基づく頸部・体部細胞診（20歳以上女性希望者）

内　　容　　等

市町村職員共済組合実施の一般検診（35歳以上の希望者）

17

塩竈市安全衛生管理規程に基づくX線間接撮影（25歳以上の希望者）

人間ドック 236

実績人数計 284

定期健康診断 318

区　　分 受診者数（人）

AED操作・救急救命講習会

人事評価研修

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

宮城県市町村職員研修所

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

宮城県市町村職員研修所

新型インフルエンザ予防研修会 27 〃

一般職員研修Ⅰ（採用時5年経過時） 4

研　　修　　名 実績（人）

新規職員採用研修 6

階層別研修 60

開催場所

監督者研修Ⅱ（係長程度） 6

管理者研修Ⅰ（課長補佐程度） 4

一般職員研修Ⅱ（採用時10年経過時） 16

監督者研修Ⅰ（新任係長程度） 10

人事評価講座 2

管理者研修Ⅲ（現任課長級） 6

トップセミナー 6

管理者研修Ⅱ（新任課長級） 8

地域のための政策形成研修 1

民法講座 2

階層別以外の主な研修 107

コミュニケーション向上研修 1

専門職員研修 9

効果的な話し合いの進め方講座 1

クレーム対応力講座 1

行政評価研究講座 1

コーチング研修 1

1

OＡ研修（ＷORD、EXCEL、ACCESS等） 55

メンタルヘルス講座 17

1

市主催研修

新規採用職員研修（事前研修） 6

深夜業従事職員健康診断 18

塩竈市安全衛生管理規程に基づく定期健康診断

労働安全衛生規則第45条第1項（深夜業を営む業務）該当職員の検診

新規採用職員研修（採用時研修） 12

市役所会議室等

事前にB型肝炎に感染していないか、抗体を持っているかの血液検査（保健師対象

破傷風予防の為、環境課・水道部職員を対象に実施

B型肝炎抗体検査 2

破傷風予防接種

子宮がん検診 185

脳検診 67

胃腸病検診 105

乳がん検診 125



（2)公務災害補償
   地方公務員災害補償制度は、地方公務員が公務上の災害（負傷、疾病、障害または死亡）や通勤による災害によって
生じた損害を補償するとともに、必要な福祉事業を行うものである。

・平成21年度の補償等の状況 （単位：件）

15　職員互助組織の設置

   地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の相互扶助による福祉の増進のために条例等に基づき職員互助組織を設置し、

職員の健康増進や元気回復、生活の安定を図っています。

   職員互助組織の主な事業としては、職員の会費で給付事業や福利厚生事業等を実施しています。

※平成21年度から職員互助組織への公費負担は行っておりません。

1．給付事業（平成22年4月1日現在）

①出産祝金　　②入学祝金　　③弔慰金　　④結婚祝金　　⑤銀婚祝金　　⑥退会金

⑦罹災見舞金　　⑧傷病見舞金　　⑨調整給付金　　⑩研修給付金　　⑪卒業祝金　　

2．福利厚生事業（平成22年4月1日現在）

①　スポーツ・文化活動助成　　

②　レクリエーション事業

③　委託利用施設助成　　

3．その他事業（平成22年4月1日現在）

①生保・損保団体取扱、全国市長会任意共済保険等

②全国市長会個人年金共済等

③物資購入資金等の貸付

④互助会売店

療養補償 障害補償 遺族補償
福祉事業

補　　　　　償

計

5 05 0 0




